
防衛省訓令第３１号

緊急事態等に際しての防衛大臣の補佐態勢に関する訓

令を次のように定める。

令和７年３月２１日

防衛大臣 中谷 元

緊急事態等に際しての防衛大臣の補佐態勢に関す

る訓令

（目的）

第１条 この訓令は、緊急事態等（緊急事態に対する政

府の初動対処体制について（平成１５年１１月２１日

閣議決定）における国民の生命、身体、財産又は国土

に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある事態及

び防衛省・自衛隊に関連して生じたその他の社会的な

影響が大きな事件又は事故をいう。以下同じ。）の発

生に際しての防衛大臣の補佐態勢に関して必要な事項

を定めることを目的とする。

（各機関等及び部隊等の責務）

第２条 緊急事態等が、我が国及び防衛省・自衛隊に及



ぼす影響の重大性に鑑み、各機関等（防衛省本省の内

部部局、施設等機関、各幕僚監部、情報本部、防衛監

察本部及び地方防衛局並びに防衛装備庁をいう。次項

及び第８条において同じ。）は、一体として政策及び

運用の観点から防衛大臣を補佐するため、情報収集、

対応方針の検討、関係省庁との連携、情報発信その他

の必要な措置を的確に行わなければならない。

２ 各機関等は、緊急事態等に際し、相互に緊密に連携

し、及び協力しなければならない。

３ 部隊等（自衛隊の部隊及び機関をいう。第８条にお

いて同じ）は、緊急事態等に際し、迅速な報告を行う

とともに、必要な協力を行わなければならない。

（防衛省災害対策本部）

第３条 防衛大臣は、災害対策基本法（昭和３６年法律

第２２３号）第２４条第１項の規定により非常災害対

策本部が内閣府に設置された場合、同法第２８条の２

第１項の規定により緊急災害対策本部が内閣府に設置

された場合その他特に必要があると認める場合には、



防衛省に防衛省災害対策本部を設置することができる。

（大規模事故等対策本部）

第４条 防衛大臣は、自衛隊又は在日米軍の事故又は事

件であって、社会的影響等を踏まえ、防衛省としての

斉一性及び適時性を確保した対外対応が特に必要であ

ると認められる事態が発生した場合には、防衛省に大

規模事故等対策本部を設置することができる。

（危機管理関係幹部会議）

第５条 防衛大臣は、前２条に定める場合のほか、緊急

事態等への対応に当たって特に必要と認めるときは、

必要と認める者を参集し、危機管理関係幹部会議を開

催し、又は指名する防衛副大臣若しくは防衛大臣政務

官に、自らに代わり危機管理関係幹部会議を開催させ

ることができる。

（防衛省危機管理チーム）

第６条 防衛省災害対策本部及び大規模事故等対策本部

（次条において「防衛省災害対策本部等」という。）

を補佐し、並びに危機管理関係幹部会議における議論



の資を提供するため、防衛省に防衛省危機管理チーム

を置く。

（防衛省災害対策本部等及び防衛省危機管理チームの

運営）

第７条 防衛省災害対策本部等及び防衛省危機管理チー

ムの設置運営について必要な事項は、別に定める。

（指揮系統等との関係）

第８条 この訓令の規定は、各機関等及び部隊等が、指

揮系統を通じて行う報告その他必要な連絡を行うこと

を妨げない。

附 則

この訓令は、令和７年３月２４日から施行する。


